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第122回雇用均等分科会　均等法の見直し
婚姻、妊娠、出産などを理由とする不利益とりあつかいについて議論
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第122回雇用均等分科会が12月19日行われ、男女雇用機会均等法の見直しの論点「婚姻、妊娠、出産などを理由とする不利益とりあつかい」について議論されました。

労働側委員からの「10年前に総合職採用された女性の65％が離職している。入社10年では、32～3歳ぐらいだろう。ちょうどこれから出産を迎える年齢となる頃だろう。長時間労働の問題など、いろいろあると思うが、出産以前に、壁にぶつかって辞めるといことが考えられるのではないか」「妊娠・出産・育児が女性の就業継続の支障にならないためにも、均等法に『仕事と生活の調和』の理念を盛り込むべき」との意見に対し、使用者側は「『差別』以外の異なる概念を入れることは反対。労働時間問題は別に労基法がある。私たちはワークライフバランスと多様な働き方と生産性の向上をマッチングさせることが重要と考えている」「均等室の報告徴収の状況をみても助言件数は0.2％と少なく、勧告に至っては0となっている。均等法が使用者側も理解していないことによる問題もある。周知徹底をきちんと行っていくことが求められている段階で法の改正までは必要ない」と述べました。労働者側は「相談、申し立ては労働者にとってハードルが高いもので、相談件数としては少なくなっている」「セクハラ指針のような周知徹底の仕組みを作ることも必要になってくるのではないか」「妊娠・出産・育児は社会全体にかかわる問題。個人的な問題にされていることが、差別がおこなわれる元だ。また、違法だとわかっていても不利益とりあつかいを行う企業もある。罰則を強化してもらいたい」と反論しました。
　また、前回の論点「間接差別」についても労働側から再度意見がのべられ「前回の改正時に行われた研究会における報告では例示列挙とすべきとされ、その例示の中には『手当の世帯主要件』などもあり、広義の例示がされていた。諸外国でも間接差別を限定する例はない」と述べたことに対して、使用者側は「研究会では、間接差別の概念が明確ではなかったので、イメージとして出されたものであり、この研究会の意見を参考にして審議会で議論し検討した結果が3つだ。施行後、相談件数も少なく、特段問題になっていない。また、事業主が合理的理由を説明できれば差別にあたらないとしている指針も周知してもらいたい」とのべました。労働側は「世帯主要件についての相談も多い。また、昇進・昇格の際の転勤可能を要件とすることは、間接差別に入れるべき」と反論しました。
　公益委員からは「裁判例でも昇進昇格は労基法4条とも密接に絡んでいる。均等法には賃金が入っていないことをどう考えるかとの問題もある」「前回資料でコース別の指導状況１２９件で、問題ありのところを訪問している企業規模も小さいのではないか。これで全体を推測していいのか疑問だ」との意見も出されました。
　統計として出される数字のみで、議論をしていくことには、実態が真に反映された議論となるか危惧されるところです。

　すでに、事務連絡文書でもお知らせしているところですが、全労連は、年明けに厚生労働省あての個人請願にとりくみます。一言欄の書き込みもできるものです。職場の実態をぜひ記入して、とりくみを進めてください。1月10日ごろ発送予定で準備を進めています。
●情報●
●男性２．０％、女性９８．７％／国家公務員の育児休業取得状況
人事院と総務省は11日、「女性国家公務員の登用状況及び国家公務員の育児休業の取得状況のフォローアップ」の実施結果をとりまとめた。2012年１月現在で、本省課室長相当職以上に占める女性の割合は2.6％で、前年と比べ0.1ポイント増加した。育児休業の取得状況（11年度中に育児休業が取得可能となった職員に対する新たな育児休業取得者の割合）を見ると、男性2.0％、女性は98.7％で、前年度と比べて男性は0.2ポイント、女性は0.8ポイント増加した。
　　http://www.jinji.go.jp/kisya/1212/touyou_ikuji.pdf
●「２１世紀出生児縦断調査」第１回結果を公表／厚労省
厚生労働省は13日、2010年５月に生まれた子どもについて生活実態などを継続的に観察する「21世紀出生児縦断調査（10年出生児）」の第１回結果を公表した。01年出生児と比較し少子化対策の基礎資料とするのが目的で、第１回は子どもが月齢６カ月のときを調査時点としている。それによると、母が出産前後に仕事を辞めた割合は54.1％で、01年出生児に比べ13.3ポイント減少している。
　　http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/shusshoujib/01/dl/houdou01.pdf
　　（概況）
　　http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/shusshoujib/01/index.html
●「日本は働く母親冷遇」 ＯＥＣＤが報告書TBS系（JNN） 12月18日(火)14時6分配信

　「日本は先進国の中で働く母親を最も冷遇している」。先進３４か国が加盟するＯＥＣＤ（経済協力開発機構）がそんな報告書を発表しました。ＯＥＣＤによりますと、２５～４４歳のフルタイム労働者の中で子どもがいる女性の給与の平均は男性の平均と比べて６１％低く、データのある３０か国の中で最悪です。また、上場企業の役員に占める女性の割合はわずか５％と最低レベルで、女性役員の出産率が低いことも指摘されています。原因として、日本の男性は育児休暇をとることに消極的なうえ、長時間勤務という文化のため、夫が家事に費やす時間は一日で平均５９分と、女性の負担が大きいことが挙げられています。さらに、「産後に職場復帰を望んでも難しく、低賃金の職に追いやられてしまう」と指摘し、「このままでは今後２０年で日本の労働人口は１割以上減少する」と警告しています。
◆「連合通信・特信版」121220・130105・職場に役立つ労働統計／大企業ほど大きい男女の賃金格差
　資本金の額が大きい企業ほど賃金の男女格差が大きい――国税庁の民間給与実態統計調査からこんな実態が浮かび上がっています。１年間を通じて民間企業に勤務した労働者が対象です。２０１１年調査では、全企業の賃金の男女格差は、男性１に対して女性は０・53でした。企業規模別にみると、個人経営では、男性１に対して女性は０・74。規模が大きくなるほど下がり続け、資本金10億円以上では０・45になっています。
◆「連合通信・特信版」121220・130105・職場と数字／非正規も多い
　大企業ほど非正規雇用労働者が多いという特徴も。総務省の調査によると、従業員１０００人以上の企業では、02年からの10年間で非正規雇用労働者を１・６倍に増やしています。従業員１～29人の小規模企業では、同時期に１・03倍ですから、対照的な結果となっています。


